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１．はじめに 

熊本県荒尾市における路線バスへの補助額は，年々

増加しており，平成 17 年には 3,200 万円であった補助

額が，平成 22 年には 5,600 万円に増加している．現在

の荒尾市の補助金交付方法は赤字路線の赤字額を全額

補填する欠損補助であるため，運行事業者に赤字を減

らそうというインセンティブが働きにくい．行政は，

バス事業者に赤字を削減させる何らかのインセンティ

ブを与えて赤字補填額を減らしたいと考えており，こ

のインセンティブをうまく与えることで企業努力を促

せ，補助金額を削減できるという社会的に望ましい状

況を作り出せると考えられる． 

これまで成果として，数学的モデルを構築している．

それは，現状のサービス水準を維持するという仮定の

もとで，最適な赤字削減額と報奨金額を決定するイン

センティブ報酬モデルであった．しかし，現実的には

運行頻度は社会厚生に影響を与える変数の 1 つである

ことから，本研究では，運行頻度を変数として需要変

動を考慮したインセンティブ報酬モデルに拡張した．

さらに提案したモデルを荒尾市のバス路線網に適用し，

提案したインセンティブ補助制度の有用性を検討する

ことを目的とする． 

 

２．インセンティブ報酬モデル 

 本研究では，赤字路線 1 本 1 本に対してバス事業者

が赤字削減努力をして赤字を削減すれば，その額に応

じて報奨金として追加的な補助金が与えられるという

仕組みを考える（図１参照）． 

(1) 設定条件 

1) バス路線 h の赤字額 Ch 

 バス事業者は，赤字削減努力をするという条件の下，

ある赤字バス路線 h を運行すると，その時の年間の赤

字額 Chは，経常収支からバス会社の努力により削減さ

れる額を引いものとなり，以下のようになる． 
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このとき，P( fh )は赤字削減努力なしで運行した時の経

常支出額，Dij( fh )はバス停ペア ij 間で予測される乗客数，

cijはバス停ペア ij 間の運賃，dhはキロ当たりの経常支

出の削減額，fhは 1 往復を 1 便とカウントした時の運行

頻度，Lhは路線長である． 

 

2) バス路線 h の運行による運行事業者の超過利潤 Uh 

 運行事業者がキロ当たり dh削減し，頻度 fhで路線 h

を運行すれば，赤字額は減るが，赤字削減にかかる費

用も発生する．その費用を( dh , fh )とする．また，行

政は実際の赤字額である Chは全額補填するが，それと

同時に図－２．１の右のようにバス事業者の赤字削減

努力に応じて追加の補助金（報奨金）thを与える．この

追加の報奨金 th によってバス事業者の赤字削減インセ

ンティブを引き出す． 

バス事業者の超過利潤 Uhは報奨金と赤字削減費用の

差で表される． 
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3) 住民の純便益 UB 

当該バス路線 h の運行による住民の純便益 UB は，そ

のバス路線の運行による利用者便益 S( fh )から行政が支

払う報奨金 thと赤字補填額 Chを引いたもので表される

が，この行政の費用となる thと Chに行政介入による不

効率係数 を与える．これを式で表すと下記のように

なる． 
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4) 当該バス路線 h の運行に伴う社会厚生 

バス運行による社会厚生 SB は，前述した 2)運行事業

者の超過利潤 Uhと 3)住民の純便益 UB を足し合わせた

もので表される． 
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社会厚生は，バス運行に伴う利用者便益 S( fh )からバス

運行に必要な総費用C ( dh , fh)+( dh , fh)と行政介入によ

 

図－１ 補助金交付方法 
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る不効率係数をかけた運行事業者の利益を引いたもの

となる．行政はこの社会厚生を最大化しようとする． 

(2) 完全情報下での社会厚生最大化 

 本研究では，報奨金 th，赤字削減額 dh，運行頻度 fh

を変数とする社会厚生最大化問題をシュタッケルベル

グゲームを仮定して解く．各変数の決定権は表－１の

ように行政とバス事業者間で分配される．以下に Case4

の一般解を示す． 
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hU に関して，社会厚生関数は減少することから， *
ht は

以下のようになる． 
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1 階の最適性の条件より，
*

hd と
*

hf が決定される． 

)(*

hh fdd 
 

0)
)),(()),((

()1(
)(


h

hh

h

hh

h

h

df

ffdd

df

ffddC

df

fdS 
  

 

３．実証分析 

 前章で提案した需要変動を内生化したインセンティ

ブ報酬モデルを荒尾市に適用するためには，P( fh )，

Dij( fh )，( dh , fh )を推定する必要がある．ここでは，こ

れらの 3 つの関数の推定結果を示す． 

(1) )( hfP の推定 

経常支出額の関数 P( fh )は，荒尾市における 17 系統の実

績データを用いて推定した．結果を表－２に示す．説

明変数の実車走行キロは，運行頻度 fh の関数と考え，

365*2*fh*Lhと表現する． 実車走行距離の t 値は十分に

大きく，5%有意である．パラメータの符号条件も合理

的であり，相関係数も十分に大きな値を示しているこ

とから，本研究ではこのモデルを用いる． 

(2) Dij( fh )の推定 

バス停ペアi，j間で予測される乗客数の関数Dij( fh )は，

以下のように定式化する． 
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このとき，  は一般化費用に対する需要の弾力性値，

ijg はバス停ペア ij 間の一般化費用である． 

(3) ( dh , fh )の推定 

キロ当たり dh削減し，頻度 fhで路線 h を運行するた

めに必要な努力コスト( dh , fh )は，路線維持合理化促

進補助金のデータを用いて推定する．推定する関数を

以下に示す． 
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ここで，Gap はブロック経常費用と事業者の経常費用の

差である．努力コスト関数の推定結果を表－３に示す．

各変数の t 値は十分に大きな値を示しており，5%有意

である．また，Gap，赤字削減額のパラメータの符号は

正であり，合理的である．実車走行距離のパラメータ

については，正となった．  

 

(4) 実証分析 

 提案した需要変動を内生化したインセンティブ報酬

モデルを荒尾市のバス路線網 22 系統に適用した．キロ

当たり削減額 dh，適用前後での頻度 fh，利用者便益 S( fh )

と社会厚生 SB の変化額の変化額などについて分析し，

インセンティブ報酬制度の導入可能性について検討を

行った．分析･検討結果は発表時に示す． 

 

４．おわりに 

本研究により，インセンティブ報酬を取り入れた補

助金交付方法に対する数学的モデルを構築することが

できた．また，実際に運行されているバス路線に対し

てこれを適用することによりインセンティブ補助制度

の有用性やその効果を測ることができた．

表－２ 経常支出額関数推定結果 

説明変数 パラメータ t 値 

定数項 362835.9 0.52 

実車走行距離 281.87 12.53 

サンプル数 17 

F 値 2.38×10-9 

重相関 R2 0.96 

 

表－３ 努力関数推定結果 

説明変数 パラメータ t 値 

定数項 10.82 73.1 

Gap 7.86×10-3 12.4 

赤字削減額 4.9×10-2 6.7 

実車走行距離 8.71×10-6 15.4 

サンプル数 20 

F 値 2.76×10-11 

重相関 R2 0.97 

 

表－２ 努力関数推定結果 

 Case1 Case2 Case3 Case4 

行政 バス 行政 バス 行政 バス 行政 バス 

ht  ○  ○  ○  ○  

hd   ○  ○ ○  ○  

hf   ○ ○   ○ ○  
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